
財政状況等一覧表（平成２１年度決算）
（単位：百万円）

団体名　　鹿児島県 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

139,433 268,537 47,810 455,781

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一般会計 859,667 848,118 11,549 6,991 17,606 1,647,581

母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 572 142 430 - 12 981

中小企業支援資金貸付事業特別会計 1,654 972 682 - 1 4,664

農業改良資金貸付事業特別会計 429 264 165 - 2 438

公共土木用地取得先行事業特別会計 1,983 1,983 1 1 79 1,814

中小企業従業員住宅事業特別会計 24 1 23 23 - -

林業・木材産業改善資金貸付事業特別会計 437 186 252 - 1 -

沿岸漁業改善資金貸付事業特別会計 518 15 503 - 4 -

公債管理特別会計 177,343 177,245 98 98 137,975 -

一般会計等 903,667 889,965 13,703 7,112 1,655,478

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

工業用水道事業特別会計 141 181 △ 40 392 - 1,057 - 法適用企業

病院事業特別会計 17,071 16,678 393 5,220 4,463 10,241 7,783 法適用企業

港湾整備事業特別会計 6,440 6,267 173 - 1,279 47,427 12,344

公営企業会計等　計 5,612 58,725 20,127

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

一部事務組合等　計

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

鹿児島県森林整備公社 0 23 5 460 18,847 - 9,361 9,361

鹿児島県糖業振興協会 66 1,350 275 - - - - -

鹿児島県畜産協会 △ 38 8,560 135 523 - - - -

鹿児島県家畜畜産物衛生指導協会 6 335 20 0 - - - -

鹿児島県種豚改良協会 △ 7 0 5 7 - - - -

鹿児島県建設技術センター 163 611 3 - - - - -

鹿児島県地域振興公社 30 6,728 318 1,855 - - 357 36

万之瀬川水源基金 0 31 15 8 - - - -

鹿児島県栽培漁業協会 △ 3 1,338 300 34 - - - -

鹿児島県農業・農村振興協会 △ 1 1,046 500 29 197 - - -

鹿児島県林業担い手育成基金 △ 6 2,342 2,500 7 - - - -

かごしま産業支援センター △ 3 5,936 3,638 45 2,223 - - -

鹿児島県民総合保健センター 128 800 5 - - - - -

鹿児島県角膜・腎臓バンク協会 0 - 35 2 - - - -

鹿児島県環境整備公社 0 49 17 12 2 - - -

鹿児島県育英財団 2 508 125 37 12,597 - - -

鹿児島県文化振興財団 8 1,416 1,050 - - - - -

鹿児島県環境技術協会 △ 20 1,261 3 - - - - -

屋久島環境文化財団 4 839 510 - - - - -

かごしまみどりの基金 △ 8 472 200 - - - - -

鹿児島県国際交流協会 △ 4 1,092 500 1 - - - -

鹿児島県雇用支援協会 1 10 2 - - - - -

鹿児島県暴力追放運動推進センター 5 651 488 4 - - - -

鹿児島県住宅供給公社 △ 265 △ 1,708 21 - 11,478 - 5,446 2,723

鹿児島県道路公社 1,343 24,697 6,908 - - 6,564 - -
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鹿児島県土地開発公社 17 188 50 175 39 3,312 - -

鹿児島県生活衛生営業指導センター 0 8 2 25 - - - -

奄美群島地域産業振興基金協会 4 221 3 - - - - -

肥薩おれんじ鉄道 △ 195 688 621 75 - - - -

南薩地域地場産業振興センター 1 402 5 - - - - -

鹿児島勤労者いこいの村 △ 12 7 2 - - - - -

地方公社・第三セクター等　計 18,260 3,300 45,384 9,876 15,164 12,120

　（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成20年度

決算　A
平成21年度

決算　B
差引
B-A

財 政 調 整 基 金 6,150 8,372 2,222

減 債 基 金 13,803 23,666 9,863

その他充当可能基金 8,125 13,460 5,335

充当可能基金 計 28,078 45,497 17,419

　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成20年度

決算　A
平成21年度

決算　B
差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成20年度
決算　A

平成21年度
決算　B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 1.19 1.56 0.37 △ 3.75 △ 5.00 - - -

連結実質赤字比率 2.23 2.79 0.56 △ 8.75 △ 25.00 - - -

実 質 公 債 費 比 率 15.3 16.0 0.7 25.0 35.0 - - -

将 来 負 担 比 率 272.6 266.0 △ 6.6 400.0

財 政 力 指 数 0.31231 0.30228 △ 0.01003

経 常 収 支 比 率 97.5 96.9 △ 0.6

　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示している。
　　　　　２．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」は、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
　　　　　３．早期健全化基準に相当する「資金不足比率」の「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。
　　　　　４．「早期健全化基準」及び「財政再生基準」は平成21年度決算における基準である。

資金不足比率
（公営企業会計名）

港湾整備事業特別会計

病院事業特別会計

工業用水道事業特別会計


